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３１年市長提出第２６号議案 

瀬戸市職員の自己啓発等休業及び修学部分休業に関する条例の一

部改正について 

瀬戸市職員の自己啓発等休業及び修学部分休業に関する条例の一部を改

正する条例を次のように定めるものとする。 

平成３１年３月４日提出 

瀬戸市長 伊 藤 保 德  

瀬戸市職員の自己啓発等休業及び修学部分休業に関する条例の一

部を改正する条例 

瀬戸市職員の自己啓発等休業及び修学部分休業に関する条例（平成２７

年瀬戸市条例第３０号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

 （教育施設） （教育施設） 

第４条 法第２６条の５第１項の条例で定める教

育施設は、次に掲げる教育施設とする。 

第４条 法第２６条の５第１項の条例で定める教

育施設は、次に掲げる教育施設とする。 

 ⑴ ＜省略＞ ⑴ ＜省略＞ 

⑵ 学校教育法第１０４条第７項第２号の規定 

により前号に掲げる教育施設の課程に相当す 

る教育を行うものとして認められた課程を置 

く教育施設（自己啓発等休業をする職員が当 

該課程を履修する場合に限る。） 

⑵ 学校教育法第１０４条第４項第２号の規定 

により前号に掲げる教育施設の課程に相当す 

る教育を行うものとして認められた課程を置 

く教育施設（自己啓発等休業をする職員が当 

該課程を履修する場合に限る。） 

⑶及び⑷ ＜省略＞ ⑶及び⑷ ＜省略＞ 
  

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 
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 （経過措置） 

２ この条例による改正後の瀬戸市職員の自己啓発等休業及び修学部分休

業に関する条例第４条第２号に規定する課程には、学校教育法の一部を

改正する法律（平成２９年法律第４１号）による改正前の学校教育法

（以下この条例において「旧学校教育法」という。）第１０４条第４項

第２号の規定により旧学校教育法第８３条に規定する大学（当該大学に

置かれる旧学校教育法第９１条に規定する専攻科及び旧学校教育法第９

７条に規定する大学院を含む。）の課程に相当する教育を行う課程とし

て認められていた課程を含むものとする。 

 

（理 由） 

この案を提出するのは、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）の一部

改正に伴い、瀬戸市職員の自己啓発等休業及び修学部分休業に関する条例

中所要の事項を改正するため必要があるからである。 
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３１年市長提出第２７号議案 

瀬戸市自然環境等と太陽光発電設備設置事業との調和に関する条

例の制定について 

瀬戸市自然環境等と太陽光発電設備設置事業との調和に関する条例を次

のように定めるものとする。 

平成３１年３月４日提出 

瀬戸市長 伊 藤 保 德 

瀬戸市自然環境等と太陽光発電設備設置事業との調和に関する条

例 

目次 

第１章 総則（第１条－第６条） 

第２章 抑制区域（第７条） 

第３章 設置事業に係る手続等（第８条－第１３条） 

第４章 瀬戸市太陽光発電設備設置審議会（第１４条） 

第５章 変更の届出等（第１５条・第１６条） 

第６章 雑則（第１７条－第２２条） 

第７章 罰則（第２３条・第２４条） 

附則    

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、太陽光発電設備の設置に関し必要な事項を定めるこ

とにより、太陽光発電設備と自然環境等（自然環境及び生活環境をいう。

以下同じ。）との調和を図り、もって良好な自然環境等の保全と公共の

福祉に寄与することを目的とする。 

（定義） 



４ 

 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。 

⑴ 太陽光発電設備 太陽光を電気に変換する設備及びその附属設備

（送電に係る鉄柱等を除く。）をいう。 

⑵ 設置事業 太陽光発電設備の新設又は増設を行う事業（建築基準法

（昭和２５年法律第２０１号）第２条第１号に規定する建築物の屋

根又は屋上に太陽光発電設備を設置するものを除く。次条において

同じ。）のうち、次のいずれかの基準に該当するものをいう。 

ア 事業の用に供する土地の区域（以下「事業区域」という。）の

面積の合計が１，０００平方メートル以上のもの 

イ 太陽光発電設備の発電出力の合計が５０キロワット以上のもの 

⑶ 事業者 設置事業を計画又は実施する者をいう。 

⑷ 地域住民等 次のいずれかに該当する者をいう。 

ア 事業区域に隣接する土地又は建築物の所有者 

イ その区域に事業区域を含む自治会及び町内会 

ウ イに規定する自治会又は町内会の区域に住所を有する者 

エ 設置事業の実施に伴い影響が懸念される農林水産業その他の事

業を営む者で組織する市内に主たる事務所を設置する団体 

オ その他市長が必要と認める者 

 （一の事業として扱うもの） 

第３条 一団の土地又は隣接する土地において、同時に又は連続して行わ

れる太陽光発電設備の新設又は増設を行う事業が、一体性を有するもの

として市長が認めるときは、一の事業とみなす。 

２ 前項の場合において、当該事業が前条第２号ア又はイの基準に該当す

るときは、設置事業とみなす。 
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（市の責務） 

第４条 市は、第１条の目的を達成するために、この条例の適正かつ円滑

な運用について必要な措置を講じるものとする。 

（地域住民等の責務） 

第５条 地域住民等は、第１条の目的を達成するために、この条例に定め

る手続の実施に協力するよう努めなければならない。 

（事業者の責務） 

第６条 事業者は、設置事業の実施に当たっては、関係法令及び条例を遵

守し、自然環境等に十分配慮するとともに、地域住民等と良好な関係を

保つよう努めなければならない。 

２ 事業者は、地域住民等との間に紛争が生じたときは、誠意をもってそ

の解決に当たらなければならない。 

第２章 抑制区域 

（抑制区域） 

第７条 市長は、自然環境等の保全のために必要があると認めるときは、

設置事業を抑制する区域（以下「抑制区域」という。）を指定すること

ができる。 

２ 市長は、前項の規定による抑制区域を指定しようとするときは、指定

しようとする区域及び当該区域内において抑制する事項について、規則

で定めるところにより、あらかじめ、瀬戸市太陽光発電設備設置審議会

の意見を聴かなければならない。 

３ 市長は、第１項の規定による抑制区域を指定しようとするときは、規

則で定めるところにより、あらかじめ、指定しようとする区域及び当該

区域内において抑制する事項を公告し、当該公告の日から３０日間縦覧

に供しなければならない。 
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４ 前項の規定による公告があったときは、指定しようとする区域に係る

住民及び規則で定める利害関係人は、同項の規定による縦覧の期間満了

の日から２週間以内に、当該縦覧に供された案について、市長に意見書

を提出することができる。 

５ 前項の規定により意見書が提出されたときは、市長は、瀬戸市太陽光

発電設備設置審議会の意見を聴いて、当該意見書に対する見解を公告し

なければならない。 

６ 市長は、第１項の規定による抑制区域を指定したときは、規則で定め

るところにより、指定した区域及び当該区域内において抑制する事項に

ついて告示しなければならない。 

７ 第１項の規定による抑制区域の指定は、前項の規定による告示によっ

てその効力を生ずる。 

８ 市長は、必要があると認めるときは、抑制区域を変更し、若しくは抑

制区域の指定を解除し、又は当該区域内において抑制する事項を変更す

ることができる。 

９ 第２項から第７項までの規定は、抑制区域を変更し、若しくは抑制区

域の指定を解除し、又は当該区域内において抑制する事項を変更する場

合について準用する。 

第３章 設置事業に係る手続等 

（関係法令等の調査） 

第８条 事業者は、第９条第１項の規定による協議の申請又は第１０条 

第１項の規定による同意の申請（以下「協議等の申請」という。）の手

続を開始する前に、当該手続に係る設置事業について、法令又は条例に

基づく許可、認可その他の処分（以下「許可等」という。）の権限を有

する処分庁に当該設置事業が法令又は条例に適合するものであることの
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確認を行わなければならない。 

（設置事業の協議） 

第９条 事業者は、設置事業を実施しようとするときは、規則で定めると

ころにより、あらかじめ、市長と協議することとし、その旨を申請しな

ければならない。ただし、第１０条第１項の規定による同意の申請をす

る場合を除く。 

２ 前項の規定による協議は、許可等の申請又は届出（以下「許可等の申

請等」という。）をしようとする前（許可等の申請等を要しない場合は、

当該設置事業に着手しようとする前）にしなければならない。 

３ 市長は、第１項の規定による協議に関し、規則で定める全ての協議事

項について協議が終了したときは、協議の終結を、当該設置事業が適当

である又は不適当である旨の意見を付して、速やかに事業者に通知しな

ければならない。 

４ 事業者は、前項の協議が終結する前に、協議の内容に規則で定める変

更が生じたときは、その旨を速やかに書面により市長に届け出なければ

ならない。 

５ 事業者は、第１項の規定による協議を取り下げるときは、その旨を速

やかに書面により市長に届け出なければならない。 

 （大規模設備設置事業の同意） 

第１０条 事業者は、設置事業のうち、発電出力の合計が１，０００キロ

ワット以上の太陽光発電設備を設置する事業（以下「大規模設備設置事

業」という。）を実施しようとするときは、規則で定めるところにより、

あらかじめ、市長に同意の申請をしなければならない。 

２ 前項の規定による同意の申請は、許可等の申請等をしようとする前

（許可等の申請等を要しない場合は、当該大規模設備設置事業に着手し
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ようとする前）にしなければならない。 

３ 市長は、第１項の規定による同意の申請に関し、規則で定める基準に

基づく審査が終了したときは、同意又は不同意を決定し、その結果を速

やかに事業者に通知しなければならない。 

４ 事業者は、前項の決定がされる前に、同意の申請の内容に規則で定め

る変更が生じたときは、その旨を速やかに書面により市長に届け出なけ

ればならない。 

５ 事業者は、第１項の規定による同意の申請を取り下げるときは、その

旨を速やかに書面により市長に届け出なければならない。 

（意見聴取等） 

第１１条 事業者は、協議等の申請後に市長が定める地域住民等に対して、

当該協議等の申請に係る設置事業の内容について周知し、当該地域住民

等の意見を聴取しなければならない。 

２ 事業者は、前項の規定による周知及び意見聴取の状況について、第９

条第３項の規定による協議の終結又は前条第３項の規定による決定がさ

れるまでに、規則で定めるところにより、市長に報告しなければならな

い。 

（協定書の締結） 

第１２条 事業者は、大規模設備設置事業を実施しようとするときは、第

１０条第３項の規定による決定がされるまでに、規則で定めるところに

より、その区域に当該事業区域を含む自治会等の地元組織と協定を締結

しなければならない。ただし、市長が特に認めた場合は、この限りでな

い。 

２ 事業者は、前項の協定を締結しようとするときは、その内容を事前に

市長に届け出なければならない。 
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（審査） 

第１３条 市長は、第９条第３項の規定による協議の終結に当たっては、

必要に応じ、瀬戸市太陽光発電設備設置審議会の意見を聴くものとする。 

２ 市長は、第１０条第３項の規定による決定に当たっては、審査を実施

し、瀬戸市太陽光発電設備設置審議会の意見を聴かなければならない。 

第４章 瀬戸市太陽光発電設備設置審議会 

（瀬戸市太陽光発電設備設置審議会） 

第１４条 第７条第２項及び第５項並びに前条の規定による市長の諮問に

応じ、調査審議するため、瀬戸市太陽光発電設備設置審議会（以下「審

議会」という。）を置く。 

２ 審議会は、委員５人以内をもって組織する。 

３ 委員は、再生可能エネルギーの推進又は自然環境等の保全に関し学識

経験のある者その他市長が必要と認める者のうちから市長が委嘱する。 

４ 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

５ 前項の規定にかかわらず、委員が欠けた場合の補欠の委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

６ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項

は、規則で定める。 

第５章 変更の届出等 

（設置事業の変更の届出等） 

第１５条 事業者は、第９条第３項の規定により協議が終結した旨（当該

設置事業が適当である旨の意見を付した協議の終結に限る。）又は第１

０条第３項の規定により同意を決定する旨の通知（以下「決定通知」と

いう。）を受けた設置事業の内容を変更しようとするときは、規則で定

めるところにより、あらかじめ、その旨を市長に届け出なければならな
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い。ただし、規則で定める変更については、この限りでない。 

２ 事業者は、前項の規定による届出前に、変更しようとする内容につい

て、第１１条（大規模設備設置事業に該当する設置事業は、第１１条及

び第１２条）の規定に準じた手続を行わなければならない。 

３ 事業者は、第１項の規定による届出前に、変更部分について市長に協

議の申請（大規模設備設置事業に該当する設置事業は、同意の申請）を

しなければならない。この場合における手続は、第９条（大規模設備設

置事業に該当する設置事業は、第１０条）の規定に準じて行うものとす

る。 

（設置事業の着手及び完了等の届出） 

第１６条 決定通知を受けた事業者は、次の各号のいずれかに該当する場

合は、規則で定めるところにより、その旨を市長に届け出なければなら

ない。 

⑴ 設置事業に着手したとき。 

⑵ 設置事業を完了したとき。 

⑶ 設置事業を中止又は廃止しようとするとき。 

２ 前項第３号の規定による届出をした事業者は、速やかに当該設置事業

を中止又は廃止する旨を、地域住民等に周知しなければならない。 

第６章 雑則 

（決定通知の取消し） 

第１７条 市長は、決定通知を受けた事業者が、次に掲げる事項に該当す

る場合は、当該決定通知を取り消すことができる。 

⑴ 偽りその他不正な手段により決定通知を受けたとき。 

⑵ 決定通知に付した条件に違反したとき。 

⑶ 正当な理由がなく決定通知を受けた日から起算して１年を経過した
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日までに設置事業に着手しなかったとき。 

⑷ 正当な理由がなく設置事業に着手した日後１年を超える期間、工事

を施工しないとき。 

⑸ 第１５条第１項の規定による届出をせず、設置事業の内容を変更し

たとき（同項ただし書きに該当する場合を除く。）。 

（指導、助言及び勧告） 

第１８条 市長は、第１条の目的を達成するために必要があると認めると

きは、事業者に対して、必要な措置を講ずるよう指導又は助言を行うこ

とができる。 

２ 市長は、必要があると認めるときは、次の各号のいずれかに該当する

者に対し、期限を定めて必要な措置を講ずるよう勧告することができる。 

⑴ 協議等の申請をせず、又は虚偽の内容で協議等の申請の手続をした

者 

⑵ 決定通知を受けることなく設置事業に着手した者 

⑶ 決定通知を受けた後、当該決定通知に係る協議等の申請と相違する

内容の設置事業を実施した者。ただし、第１５条第１項の規定によ

る届出をしている場合を除く。 

⑷ 第１５条第１項の規定による届出をしない者 

⑸ 第１５条第１項の規定による届出後、当該届出と相違する内容の設

置事業を実施した者 

⑹ 第１６条第１項各号の規定による届出をしない者 

⑺ 第２０条第１項の規定による報告若しくは資料の提出を求められて、

正当な理由がなく報告若しくは資料の提出をせず、又は虚偽の報告

若しくは資料の提出をした者 

⑻ 正当な理由がなく第１項の指導又は助言に従わない者 
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⑼ その他市長が特に必要と認める者 

（設置事業に対する命令） 

第１９条 市長は、事業者が虚偽の申請により決定通知を受け、又は決定

通知を受けることなく設置事業に着手した場合は、当該事業者に対し、

当該設置事業の中止を命ずることができる。 

２ 市長は、前項による中止を命じたときは、事業者に対して現状回復そ

の他必要な措置を講じるよう命ずることができる。 

（立入調査等） 

第２０条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、事業者に設置

事業に係る工事その他の行為の状況について報告若しくは資料の提出を

求め、又はその職員に事業区域若しくは事業所に立ち入らせ、設置事業

の状況を調査させることができる。 

２ 前項の規定により立入調査をする職員は、その身分を示す証明書を携

帯し、関係人にこれを提示しなければならない。 

３ 第１項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められた

ものと解釈してはならない。 

（公表） 

第２１条 市長は、必要があると認めるときは、次の各号のいずれかに該

当する者の氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）及びそ

の事実を公表することができる。 

⑴ 虚偽の申請により決定通知を受け、又は決定通知を受けることなく

設置事業に着手した者 

⑵ 前条第１項の規定による報告又は資料の提出の求めに応じなかった

者 

⑶ 前条第１項の規定による立ち入り若しくは調査を拒み、妨げ、又は
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忌避した者 

⑷ 第１８条第２項の規定による勧告を受け、正当な理由がなく従わな

い者 

（委任） 

第２２条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

第７章 罰則 

（罰則） 

第２３条 虚偽の申請により決定通知を受け、又は決定通知を受けること

なく設置事業に着手した者は、３０万円以下の罰金に処する。 

２ 次の各号のいずれかに該当する者は、２０万円以下の罰金に処する。 

⑴ 第２０条第１項の規定による報告若しくは資料の提出を求められて、

報告若しくは資料の提出をせず、又は虚偽の報告若しくは資料の提

出をした者 

⑵ 第２０条第１項の規定による立ち入り若しくは調査を拒み、妨げ、

又は忌避した者 

３ 次の各号のいずれかに該当する者は、５万円以下の罰金に処する。 

⑴ 第９条第４項又は第１０条第４項の規定による届出について虚偽の

届出をした者 

⑵ 第１１条第２項の規定による報告について虚偽の報告をした者 

第２４条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従

業者が、その法人又は人の業務に関し、前条の違反行為をしたときは、

その行為者を罰するほか、その法人又は人に対して同条の罰金刑を科す

る。 

附 則 

（施行期日） 
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１ この条例は、公布の日から起算して１年を超えない範囲内において規

則で定める日から施行する。 

（瀬戸市土地利用調整条例の一部改正） 

２ 瀬戸市土地利用調整条例（平成１０年瀬戸市条例第２９号）の一部を

次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定

に下線で示すように改正する。

改正後 改正前 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

⑴ ＜省略＞ 

⑵ 開発行為 住宅用地、工場用地、ゴルフ場 

用地等の造成、土石の採取、鉱物の採掘、

水面の埋立て、太陽光発電設備（瀬戸市自

然環境等と太陽光発電設備設置事業との調

和に関する条例（平成３１年瀬戸市条例第

○号）第２条第１号に規定する太陽光発電

設備をいう。以下同じ。）の設置その他土

地の区画形質の変更をいう。 

 ⑶ ＜省略＞ 

 ⑷ 産業廃棄物等関連施設 瀬戸市産業廃棄物

等関連施設の設置に係る紛争の予防及び調整

に関する条例（平成１４年瀬戸市条例第１２

号）第２条第１号に規定する産業廃棄物等関

連施設をいう。 

⑸及び⑹ ＜省略＞ 

⑺ 地域住民等 次のいずれかに該当する者

をいう。 

ア 事業区域に隣接する土地又は建築物の所 

有者 

イ その区域に事業区域を含む自治会及び町 

⑴ ＜省略＞ 

⑵ 開発行為 住宅用地、工場用地、ゴルフ場 

用地等の造成、土石の採取、鉱物の採掘、

水面の埋立てその他土地の区画形質の変更

をいう。 

 

 

 

 

 ⑶ ＜省略＞ 

 ⑷ 産業廃棄物等関連施設 瀬戸市産業廃棄物

等関連施設の設置に係る紛争の予防及び調整

に関する条例（平成１４年瀬戸市条例第１２

号。以下同じ。）第２条第１号に規定する産

業廃棄物等関連施設をいう。 

⑸及び⑹ ＜省略＞ 
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内会 

ウ イに規定する自治会又は町内会の区域に 

住所を有する者 

エ 開発行為等の実施に伴い影響が懸念され 

る農林水産業その他の事業を営む者で組織 

する市内に主たる事務所を設置する団体 

オ その他市長が必要と認める者 

（意見聴取等） （意見聴取等） 

第７条 事業者は、前条第３項の規定による申請

前に、又は申請後遅滞なく、市長が定める地域

住民等に対して、開発行為等の内容について周

知し、当該地域住民等の意見を聴取しなければ

ならない。 

第７条 事業者は、前条第３項の規定による申請

前に、又は申請後遅滞なく、当該事業区域に関

係する地域住民及び市長が必要とする者に対し

て、開発行為等の内容について周知させ、これ

らの者の意見を聴取しなければならない。 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

３ 事業者のうち産業廃棄物等関連施設の設置を

行うものは、前２項の規定にかかわらず、瀬戸

市産業廃棄物等関連施設の設置に係る紛争の予

防及び調整に関する条例に基づき意見聴取等を

行うものとし、行われた意見聴取等は本条例に

基づく意見聴取等の手続とみなす。 

３ 事業者のうち産業廃棄物等関連施設の設置を

行うものは、前２項の規定にかかわらず、瀬戸

市産業廃棄物等関連施設の設置に係る紛争の予

防及び調整に関する条例に基づき意見聴取等を

行うものとし、行われた意見聴取等は本条例に

基づく意見聴取等の手続きとみなす。 

４ 事業者のうち太陽光発電設備の設置を行うも

のは、第１項及び第２項の規定にかかわらず、

瀬戸市自然環境等と太陽光発電設備設置事業と

の調和に関する条例に基づき意見聴取等を行う

ものとし、行われた意見聴取等は本条例に基づ

く意見聴取等の手続とみなす。 

 

 

 

 

 

 
  

 

（理 由） 

 この案を提出するのは、太陽光発電設備が自然環境等に及ぼす影響を考

慮し、自然環境等と太陽光発電設備との調和を図るに当たり、一定規模を

超える太陽光発電設備設置事業に関し必要な事項を定めるため必要がある

からである。 
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   瀬戸市自然環境等と太陽光発電設備設置事業との調和に関する条例

案要綱 

  この条例は、太陽光発電設備の設置に関し必要な事項を定めることに

より、太陽光発電設備と自然環境等（自然環境及び生活環境）との調和

を図り、もって良好な自然環境等の保全と公共の福祉に寄与することを

目的とし、おおむね次の事項を定めようとするものである。 

第１ 用語の定義 

   この条例において、次のように用語を定義する。（第２条関係） 

⑴ 太陽光発電設備 太陽光を電気に変換する設備及びその附属設

備をいう。 

⑵ 設置事業 太陽光発電設備の新設又は増設を行う事業のうち、

次のいずれかの基準に該当するものをいう。 

ア 事業区域の面積の合計が１，０００平方メートル以上のもの 

イ 太陽光発電設備の発電出力の合計が５０キロワット以上のも 

 の 

⑶ 事業者 設置事業を計画又は実施する者をいう。 

⑷ 地域住民等 次のいずれかに該当する者をいう。 

ア 事業区域に隣接する土地又は建築物の所有者 

イ その区域に事業区域を含む自治会及び町内会 

ウ イに規定する自治会又は町内会の区域に住所を有する者 

エ 設置事業の実施に伴い影響が懸念される農林水産業その他の

事業を営む者で組織する市内に主たる事務所を設置する団体 

オ その他市長が必要と認める者 

第２ 市、地域住民等及び事業者の責務 

   市、地域住民等及び事業者は、良好な自然環境等の保全のために、



１７ 

 

それぞれの責務を有すること。（第４条から第６条関係） 

第３ 抑制区域 

１ 市長は、自然環境等の保全のために必要があると認めるときは、設

置事業を抑制する区域（抑制区域）を指定することができること。

（第７条第１項関係） 

２ 市長は、抑制区域を指定しようとするときは、あらかじめ、瀬戸市

太陽光発電設備設置審議会の意見を聴かなければならないこと。

（第７条第２項関係） 

第４ 設置事業の協議 

事業者は、設置事業を実施しようとするときは、あらかじめ、市

長と協議することとし、その旨を申請しなければならないこと。

（第９条第１項関係） 

第５ 大規模設備設置事業の同意 

事業者は、設置事業のうち、大規模設備設置事業（発電出力の合

計が１，０００キロワット以上の太陽光発電設備を設置する事業）

を実施しようとするときは、あらかじめ、市長に同意の申請をしな

ければならないこと。（第１０条第１項関係） 

第６ 意見聴取等及び協定書の締結 

事業者は、協議等の申請後に市長が定める地域住民等に対して、

設置事業の内容について周知し、意見を聴取しなければならず、ま

た、大規模設備設置事業を実施しようとするときは、市長が特に認

めた場合を除き、自治会等の地元組織と協定書を締結しなければな

らないこと。（第１１条及び第１２条関係） 

第７ 審査 

 市長は、協議の終結に当たっては、必要に応じ、瀬戸市太陽光発



１８ 

 

電設備設置審議会の意見を聴くものとし、同意の申請に係る決定に

当たっては、審査を実施し、瀬戸市太陽光発電設備設置審議会の意

見を聴かなければならないこと。（第１３条関係） 

第８ 瀬戸市太陽光発電設備設置審議会 

抑制区域の指定及び協議等の申請に係る決定に関する事項を調査

審議するため、瀬戸市太陽光発電設備設置審議会を設置すること。

（第１４条関係） 

第９ 決定通知の取消し等 

１ 市長は、決定通知を受けた事業者が、偽りその他不正な手段により

決定通知を受けたとき、決定通知に付した条件に違反したとき、又

は設置事業の内容を届け出ることなく変更したとき等は、決定通知

を取り消すことができること。（第１７条関係） 

２ 市長は、必要があると認めるときは、事業者に対し、指導、助言及

び勧告ができること。（第１８条関係） 

３ 市長は、事業者が虚偽の申請により決定通知を受け、又は決定通知

を受けることなく設置事業に着手した場合は、事業の中止を命ずる

ことができること。（第１９条関係） 

４ 市長は、この条例の施行に必要な限度において、立入調査等を行う

ことができること。（第２０条関係） 

５ 市長は、必要があると認めるときは、虚偽の申請により決定通知を

受け、又は決定通知を受けることなく設置事業に着手した者等の氏

名及びその事実を公表することができること。（第２１条関係） 

第１０ 罰則 

１ 虚偽の申請により決定通知を受け、又は決定通知を受けることなく

設置事業に着手した者は、３０万円以下の罰金に処すること。（第
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２３条第１項関係） 

２ 次のいずれかに該当する者は、２０万円以下の罰金に処すること。

（第２３条第２項関係） 

⑴ 報告若しくは資料の提出を求められて、報告若しくは資料の提

出をせず、又は虚偽の報告若しくは資料の提出をした者 

⑵ 立ち入り若しくは調査を拒み、妨げ、又は忌避した者 

３ 次のいずれかに該当する者は、５万円以下の罰金に処すること。

（第２３条第３項関係） 

⑴ 協議等の申請の内容に変更が生じたことに伴う市長への届出に

ついて、虚偽の届出をした者 

⑵ 地域住民等に対する設置事業の周知及び意見聴取の状況報告に

ついて、虚偽の報告をした者 

第１１ その他 

   施行期日を公布の日から起算して１年を超えない範囲内において規

則で定める日とし、附則において瀬戸市土地利用調整条例を一部改

正するもの。 
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３１年市長提出第２８号議案 

瀬戸市国民健康保険条例の一部改正について 

瀬戸市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように定めるもの

とする。 

平成３１年３月４日提出 

瀬戸市長 伊 藤 保 德  

瀬戸市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 瀬戸市国民健康保険条例（昭和３６年瀬戸市条例第１号）の一部を次の

ように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（基礎賦課限度額） （基礎賦課限度額） 

第１１条の６ 第８条又は第１１条の２の基礎賦

課額（一般被保険者と退職被保険者等が同一の

世帯に属する場合には、第８条の基礎賦課額と

第１１条の２の基礎賦課額との合算額をいう。

第１４条及び第１６条第１項において同じ。）

は、６１万円を超えることができない。 

第１１条の６ 第８条又は第１１条の２の基礎賦

課額（一般被保険者と退職被保険者等が同一の

世帯に属する場合には、第８条の基礎賦課額と

第１１条の２の基礎賦課額との合算額をいう。

第１４条及び第１６条第１項において同じ。）

は、５８万円を超えることができない。 

 （保険料の減額）  （保険料の減額） 

第１６条 次の各号に該当する納付義務者に対し

て課する保険料の賦課額のうち基礎賦課額は、

第８条又は第１１条の２の基礎賦課額から、そ

れぞれ、当該各号に定める額を減額して得た額

（当該減額して得た額が６１万円を超える場合

には、６１万円）とする。 

第１６条 次の各号に該当する納付義務者に対し

て課する保険料の賦課額のうち基礎賦課額は、

第８条又は第１１条の２の基礎賦課額から、そ

れぞれ、当該各号に定める額を減額して得た額

（当該減額して得た額が５８万円を超える場合

には、５８万円）とする。 

⑴ ＜省略＞ ⑴ ＜省略＞ 

⑵ 前号に規定する総所得金額及び山林所得金 

額並びに他の所得と区分して計算される所得 

⑵ 前号に規定する総所得金額及び山林所得金 

額並びに他の所得と区分して計算される所得 
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の金額の合算額が、地方税法第３１４条の２ 

第２項に掲げる金額に２８万円に当該年度の 

保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の納付 

義務が発生した場合にはその発生した日とす 

る。）現在において当該世帯に属する被保険 

者の数と特定同一世帯所属者の数の合計数を 

乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯 

に係る保険料の納付義務者であって前号に該 

当する者以外の者 アに掲げる額に当該世帯 

に属する被保険者のうち当該年度分の基礎賦 

課額の被保険者均等割額の算定の対象とされ 

るものの数を乗じて得た額とイに掲げる額と 

を合算した額 

の金額の合算額が、地方税法第３１４条の２ 

第２項に掲げる金額に２７万５千円に当該年 

度の保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の 

納付義務が発生した場合にはその発生した日 

とする。）現在において当該世帯に属する被 

保険者の数と特定同一世帯所属者の数の合計 

数を乗じて得た額を加算した金額を超えない 

世帯に係る保険料の納付義務者であって前号 

に該当する者以外の者 アに掲げる額に当該 

世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基 

礎賦課額の被保険者均等割額の算定の対象と 

されるものの数を乗じて得た額とイに掲げる 

額とを合算した額 

ア及びイ ＜省略＞  ア及びイ ＜省略＞ 

⑶ 第１号に規定する総所得金額及び山林所得 

金額並びに他の所得と区分して計算される所 

得の金額の合算額が、地方税法第３１４条の 

２第２項に掲げる金額に５１万円に当該年度 

の保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の納 

付義務が発生した場合にはその発生した日と 

する。）現在において当該世帯に属する被保 

険者の数と特定同一世帯所属者の数の合計数 

を乗じて得た額を加算した金額を超えない世 

帯に係る保険料の納付義務者であって前２号 

に該当する者以外の者 アに掲げる額に当該 

世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基 

礎賦課額の被保険者均等割額の算定の対象と 

されるものの数を乗じて得た額とイに掲げる 

額とを合算した額 

⑶ 第１号に規定する総所得金額及び山林所得 

金額並びに他の所得と区分して計算される所 

得の金額の合算額が、地方税法第３１４条の 

２第２項に掲げる金額に５０万円に当該年度 

の保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の納 

付義務が発生した場合にはその発生した日と 

する。）現在において当該世帯に属する被保 

険者の数と特定同一世帯所属者の数の合計数 

を乗じて得た額を加算した金額を超えない世 

帯に係る保険料の納付義務者であって前２号 

に該当する者以外の者 アに掲げる額に当該 

世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基 

礎賦課額の被保険者均等割額の算定の対象と 

されるものの数を乗じて得た額とイに掲げる 

額とを合算した額 

ア及びイ ＜省略＞ ア及びイ ＜省略＞ 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額

の減額について準用する。この場合において、

第１項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢

者支援金等賦課額」と、「第８条又は第１１条

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額

の減額について準用する。この場合において、

第１項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢

者支援金等賦課額」と、「第８条又は第１１条



２２ 

 

の２」とあるのは「第１１条の６の３又は第１

１条の６の７」と、「６１万円」とあるのは

「１９万円」と、第２項中「第１１条」とある

のは「第１１条の６の６」と読み替えるものと

する。 

の２」とあるのは「第１１条の６の３又は第１

１条の６の７」と、「５８万円」とあるのは

「１９万円」と、第２項中「第１１条」とある

のは「第１１条の６の６」と読み替えるものと

する。 

４ 第１項及び第２項の規定は、介護納付金賦課

額の減額について準用する。この場合におい

て、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「介護

納付金賦課額」と、「第８条又は第１１条の

２」とあるのは「第１１条の８」と、「６１万

円」とあるのは「１６万円」と、第２項中「第

１１条」とあるのは「第１１条の１１」と読み

替えるものとする。 

４ 第１項及び第２項の規定は、介護納付金賦課

額の減額について準用する。この場合におい

て、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「介護

納付金賦課額」と、「第８条又は第１１条の

２」とあるのは「第１１条の８」と、「５８万

円」とあるのは「１６万円」と、第２項中「第

１１条」とあるのは「第１１条の１１」と読み

替えるものとする。 
  

  附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の瀬戸市国民健康保険条例の規定は、平成３１

年度分の保険料から適用し、平成３０年度分までの保険料については、

なお従前の例による。 

 

（理 由） 

この案を提出するのは、国民健康保険法施行令（昭和３３年政令第３６

２号）の一部改正に伴い、瀬戸市国民健康保険条例中所要の事項を改正す

るため必要があるからである。 

 


